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Ⅰ　はじめに
会計基準のグローバルコンバージェンスは,高品質で共通の会計基準の開発
を通じて達成することができるものと考える｡そこでは,異なる会計基準問の
差異を調整して改善を図るのではなく,投資家をはじめとする利害関係者に対
して報告される有用な財務情報を提供するための新しい共通の会計基準が開発
されるべきである｡そのためには,会計基準の基礎となる体系的な前提や概念
である｢概念フレームワーク｣が重要となる｡なぜならば,会計基準のコン
バージェンスを進めるときに,それぞれ異なる｢概念フレームワーク｣に基づ
いて行うことは難しいと思われる｡また,ある経済事象について,同じ会計基
準によって処理したとしても,異なる｢概念フレームワーク｣に基づいたもの
であれば,そこから生み出される財務報告情報の意味は質的に相違するものと
思われる｡
このような問題意識に基づいて,本稿では,会計基準のグローバルコンバー
ジェンスについて, ｢概念フレームワーク｣のコンバージェンスの視点から検
討していくことにする｡
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まず,会計基準のグローバルコンバージェンスの動きの中で中心的な役割を
担っている国際会計基準審議会(以卜, IASBとする)とアメリカ財務会計基準
審議会(以下, FASBとする)の｢概念フレームワーク｣の共同プロジェクトを
取りl二げる｡
次に,わが国の｢概念フレームワーク｣の動向を紹介しながら, IASBと
FASBとの共同プロジェクトへの対応を検討していく｡
最後に, ｢概念フレームワーク｣の中でも財務報告情報の質的特徴に焦点を
あて,これをめぐる論点を整理し,私見を述べることにする｡
Il IASBとFASBの共同プロジェクト
IASBとFASBの共通の目標は,それぞれの会計基準が首尾一貫した原則に
明確に基づくものにすることであり,首尾　▲貫性を確保するために,会計基準
は,これまでの慣習や慣行を集約したものではなく,基本的な概念に根ざした
ものでなければならないとしている(｢改善された財務報告に関する概念フレーム
ワークについての予備的見解:財務報告のl川勺及び意思決定に有用な財務報告情報の質
的特性｣1, p3,以F, ｢T,備的見解｣とする)｡そのためには,基本的な概念を基に
した,包括的で,体系的に首尾一一貫した｢概念フレームワーク｣を構築する必
要がある｡なお, ｢概念フレームワーク｣の改善プロセスについては,近い将
来において会計基準を設定する上で有益となる事項に優先順位をおきながら,
改善を進めていくアプローチを採用している(｢予備的見解｣, P7)｡
IASBとFASBの共同プロジェクトは, 2005年1月からF記のような8つの
フェーズに分けて行われている2｡
<｢概念フレームワーク｣の共同プロジェクトの各フェーズ> 
A 俥????ﾉmｩ4亶??????饑?ﾈ?4??ｲ?
B 俥??IUﾈ,ﾈﾕﾉ?wi?ｷ??h??
C ?ｩ.?
D 兩?ｨｮ仂b?
E 儷ﾈ麌,h､ｨ鹵雲??ﾈｺｸ､X/?ﾈ-竰?
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F 杯??ﾉ?ﾆ????冦ｩ4?i&闌｢?
G 儖?9y浦InX-h,ﾉ4ｹw?)Eﾉ??
H 丼ID?H8ﾈ?8??ｸ4?ﾉ???
これらのプロジェクトは,完成までに5年以上と長期間の年月が見込まれる
ために,それぞれのフェーズごとにディスカッション･ペーパー及び公開草案
が公表されることになっている｡なお,それぞれのフェーズが完成する度にそ
の部分が発効されて,会計基準の開発のための指針として有効になる3｡
現在の作業状況を簡単に示すと,フェーズAについては, 2006年7月に
｢予備的見解｣としてディスカッション･ペーパーが公表されており, 2007年
には公開草案が公表される予定である｡フェーズBとDについては, 2007年
に各フェーズに関するディスカッション･ペーパーが公表予定である｡フェー
ズCについては,次の3つの段階に分けて4,最終的には, 2010年の完成を目
指すことが合意されている｡
Ⅰ :測定属性の定義及び特性(2007年)
Ⅱ :測定属性の質的特性を用いた評価(2009年)
Ⅲ :概念的な結論及び実務上の適用(2010年)
その他のフェーズについてのディスカッション･ペーパー及び公開草案の公
表時期については,現在のところ未確定である｡
そこで,ここでは,すでにディスカッション･ペーパーとして公表されてい
るフェーズAの｢予備的見解｣を取上げて,特に財務報告情報の質的特性に
ついて, IASBとFASBの｢概念フレームワーク｣のコンバージェンスのプロ
セスを確認してみることにする｡
財務報告の目的は,現在及び潜在的な投資家,債権者及びその他の者が,投
資,与信及び類似の資源の配分に関する意思決定を行う場合に有用となる情報
を提供することである(｢予備的見解｣, OBZ)｡そこで,有用である情報と有用
でない情報を識別するために,有用な財務報告情報5の具備すべき情報特性が
求められることになる｡
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IASBの｢概念フレームワーク｣Gで求められている財務報告情報の質的特性
を見ていくと,注目すべきかつ主要な質的特性として, ｢目的適合性｣, ｢信頼
性｣, ｢理解可能性｣及び｢比較可能性｣があり,これらは並列的に掲げられて
いる7｡
まず, ｢臼的適合性｣とは,利用者が過去,現在または将来の事象を評価
し,あるいは利用者の過去の評価を確認叉は訂正するときに情報が役立つこと
によって,利用者の経済的意思決定に影響を及ぼす特性である(para. 26)｡次
に｢信頼性｣とは,重大な誤謬と偏向が除去され,あるいは情報が表示しよう
とするか又は表示されるよう合理的に期待される事実を忠実に表現したものと
して,情報が利用者によって信頼される特性である(para.31)｡そして, ｢理解
可能性｣とは,財務諸表が提供する情報の重要な特性は,その情報が利用者に
とって理解できるものでなければならない特性である(para.25)｡最後に, ｢比
較可能性｣とは,利用者は,企業の財政状態と経営成績の趨勢を明らかにする
ために,各期を通じて企業の財務諸表を比較できなければならず,また,他の
企業の関連する財政状態,経営成績及び財政状態の変動を評価するために,輿
なる企業の財務諸表も比較できなければならない特性である(para. 39)｡
つまり,これらの4つの質的特徴を備えていれば,投資等の意思決定に有用
な財務報告情報を提供できると考えている｡なお, ｢目的適合性｣の構成要素
に, ｢予測的役割｣と｢確認的役割｣が置かれ,また, ｢信頼性｣の構成要素
に, ｢表現の忠実性｣, ｢実質優先主義｣, ｢中立性｣, ｢慎重性｣, ｢完全性｣が置
かれている(para.26-42)｡そして, ｢目的適合性｣と｢信頼性｣を有する情報
に対する--般的制約条件として, ｢重要性(識閥)｣, ｢適時性｣, ｢ベネフィット
とコストの均衡｣, ｢質的特徴間の均衡｣があげられている(para.30, 43-45)｡
また,直接取り扱うものではないとしながらも,財務諸表の適正表示を求める
｢真実かつ公正な概観または適正な表示｣をあげている(para. 46)｡
これに対して, FASBの｢概念フレームワーク｣8では,主要な質的特徴と
して｢目的適合性｣と｢信頼性｣をあげて, ｢理解可能性｣を情報利用者の特
性とし, ｢比較可能性｣を, ｢目的適合性｣と｢信頼性｣に対する副次的かつ相
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互作用的特性としている(SFAC No2, para. 32, 33)｡なお, ｢目的適合性｣の構
成要素に, ｢予測価値｣, ｢フィードバック価値｣, ｢適時性｣が置かれ,また,
｢信頼性｣の構成要素に, ｢表現の忠実性｣, ｢検証可能性｣, ｢中立性｣が置かれ
ている(sFACNo2,para.33)｡そして, ｢目的適合性｣と｢信頼性｣を有する情
報に対する一般的制約条件として, ｢重要性(識閲)｣, ｢適時性｣, ｢ベネフィッ
トとコストの均衡｣, ｢質的特徴間の均衡｣があげられている(SFAC No2, para.
33)｡
ここで注目した上記の4つの質的特性は, IASBとFASBの｢概念フレーム
ワーク｣の中でそれぞれ同じように含まれているが,その体系の中での位置づ
け方は異なっている｡財務報告情報に具備されるべき質的特性は同様である
が,その優先順位あるいは軽重が相違しているといえる｡つまり,有用な財務
報告情報であると判定するための規準が違うのである｡このような相違は,同
じ会計基準によって処理された財務報告情報であったとしても, IASBと
FASBのそれぞれの｢概念フレームワーク｣において,有用な財務報告情報で
あるかどうかの結果が一一致しない叶能性も考えられる｡これは,会計基準のコ
ンバージェンスを進める上で,非常に大きな課題,さらにいうと障害となるも
のである｡その意味では, ｢概念フレームワーク｣のコンバージェンスを考え
る際には,財務報告情報の質的特性は重要であると考える｡また,このこと
は,先述のフェーズCの第2段階の測定属性の評価においても,質的特性が
利用されることからも伺える｡
それでは, ｢予備的見解｣では,財務報告情報の質的特性をどのように位置
づけているのであろうか｡以下,検討していくことにする｡
意思決定に有用となる財務報告情報の特性は, ｢目的適合性｣, ｢表現の忠実
性｣, ｢比較可能性｣及び｢理解可能性｣であり,これらの特性は｢重要性｣と
｢コスト･ベネフィット｣という財務報告の一般的制約条件の対象となる(｢(,
備的見解｣, QC7)｡
論理的には,まず, ｢臼的適合性｣が考慮されなければならず,その次に,
｢表現の忠実性｣が考慮されるべきである(｢予備的見解｣, QC43-44)｡ただし,
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｢目的適合性｣の後に｢表現の忠実性｣を考えるということは,それらの優劣
の問題でなく,財務報告情報の利用者の意思決定に関連しない硯象について,
｢表現の忠実性｣を考えることは非論理的であるという理由からである(｢予備
的見解｣, QC44)0
そして,論理的に, ｢表現の忠実性｣の次にくる質的特性は, ｢比較可能性｣
と｢理解可能性｣である(｢予備的見解｣, QC46)｡対象となる経済現象の類似点
と相違点を把握して比較できることや情報利用者にその情報の意味を深く理解
することができるようにすることによって,財務報告情報の意思決定における
有用性が向上する｡
｢予備的見解｣の主要な特徴をまとめると,中核となる質的特性は｢目的適
合件｣と｢表現の忠実性｣であり,これらの質的特性を備えている財務報告情
報の意思決定における有用性を高める質的特性が｢比較可能性｣と｢理解可能
性｣である｡ここでいう｢表現の忠実性｣については後で詳しく説明するが,
先述のIASBやFASBの｢概念フレームワーク｣における｢信頼性｣に相当す
るものであると考えてよい｡
ここで, ｢予備的見解｣における財務報告情報の質的特性の体系の骨格を確
認しておく｡ IASBの｢概念フレームワーク｣のように, 4つの質的特徴を並
列して位置づけているのではなく, FASBの｢概念フレームワーク｣のよう
に, ｢目的適合性｣と｢表現の忠実性｣を中心として位置づけている｡ただ
し, ｢予備的見解｣は, FASBの｢概念フレームワーク｣のように, ｢比較可能
性｣を副次的な特性として,また, ｢理解可能性｣を情事帥J用者に固有の特性
として位置づけられておらず,あくまでも主要な質的特性として明示されてい
る｡この点では, IASBの｢概念フレームワーク｣の考え方を取り入れている
といえる｡
なお, ｢予備的見解｣では, ｢目的適合性｣の構成要素に, ｢予測価値｣, ｢確
認価値｣, ｢適時性｣が置かれ, ｢表現の忠実性｣の構成要素に, ｢検証可能
性｣, ｢中立性｣, ｢完全性｣が置かれている(｢予備的見解｣, QC8,16)｡ ｢目的適
合性｣の構成要素は, FASBの｢概念フレームワーク｣と同様であり, ｢適時
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性｣をその構成要素の中に組み入れている｡また, ｢表現の忠実性｣の構成要
素は, FASBの｢概念フレームワーク｣をベースに, FASBでいう｢表現の忠
実性｣を削除し, IASBの｢概念フレームワーク｣でも求められていた｢完全
性｣が新たに組み入れられている｡
以上の検討からもわかるように, ｢予備的見解｣では,これまでIASBと
FASBの｢概念フレームワーク｣における｢信頼性｣に代わって, ｢表現の忠
実性｣という質的特性を,新たに主要な質的特性として提案している｡
｢予備的見解｣では, ｢信頼性｣という特性の捉え方は基準設定主体等それぞ
れによって異なっており,共通の考え方が明示されておらず,最善の形で信頼
性の意味するところを伝えることができていないとしている(｢予備的見解｣,
BC2.26)｡そこで, ｢信頼性｣が意味するところをさらに説明する努力を重ね
るよりも,その意味するところを表現するものとして｢表現の忠実性｣を用い
ることにしている｡実世界の経済現象を忠実に表現するためには,財務情報と
して表現されるものは完全で中立でなければならず,さらに,その測定値に重
大な誤謬等が存在せず,本来表示すべきものを表示しているとして信頼するこ
とができるという保証を得るには検証可能性が必要になる(｢予備的見解｣, BC
2.28)｡結果的に, ｢表現の忠実性｣は, ｢信頼性｣の構成要素をすべて包摂す
るものとして,主要な質的特性として上位に位置づけられている｡
最後に,注目すべき点は, ｢重要性｣と｢コスト･ベネフィット｣という特
性が,財務報告情報の質的特性ではなく,財務報告の段階で関係してくる一般
的制約条件として,明確に識別されていることである｡つまり,意思決定に有
用となる財務報告情報の質的特性ではなく,企業の公表する財務諸表に盛り込
むべき情報に関しての一般的制約である｡これは,財務報告情報の本来具備す
べき質的特性を狭めるものではなく,具備すべき質的特性を持った財務報告情
報をどのように報告するかという判断に関するものである｡
Ⅱ　わが国の｢概念フレームワーク｣への取組み
わが国では, 2004年7月に企業会計基準委員会(以卜, ASBJとする)から討
76　　会計学研究第33号
議資料として『財務会計の概念フレームワーク』9 (以下, ｢討議資料2004｣と
する)が公表され,その後に実施されたシンポジウムやオープン･カンフアラ
ンスなどを受けて一部字句等の修正が行われ,同年9月に公表資料がアップ･
デートされた｡
｢討議資料｣は, IASBをはじめ,アメリカ,イギリス等の明示的な｢概念フ
レームワーク｣と同様に,以下のような構成をとっている｡
1. 『財務報告の目的』
2. 『会計情報の質的特性』
3. 『財務諸表の構成要素』
4. 『財務諸表における認識と測定』
わが国は,これ以前は明示的な｢概念フレームワーク｣をもっておらず,
｢概念フレームワーク｣後発国であった｡そこで,諸外国の｢概念フレーム
ワーク｣と同じ構成をとることによって,会計基準のグローバルコンバージェ
ンスをめぐる動きの中で,日本の会計基準の理解がより効率的に行われるため
のコミュニケーション･ツールとなることが期待されていた10｡
実際, ASBJは, 2006年3月からこれまで数回にわたり, IASBとの会計基
準のコンバージェンスに向けた共同プロジェクトの会合の中で, ｢討議資料
2004｣を説明し,日本の会計基準の背景にある基本的な考え方について意見交
換している｡また,同年5月には, FASBと会計基準のコンバージェンスを目
指した協議の中で,日本に企業会計制度の概要や｢討議資料2004｣の説明が
行われている｡
ここでは, ｢討議資料2004｣における｢財務報告情報の質的特性｣を取上げ
て, IASB, FASB及びIASBとFASBの共同プロジェクトの成果である｢予備
的見解｣と比較してみる｡
｢討議資料2004｣は,主要な質的特性として,以下の3つを掲げている｡
｢会計情報が投資家の意思決定に有用であることは,意思決定目的に関連す
る情報であること,内的な整合性のある会計基準に従って作成された情報であ
ること,および一定の水準で信頼できる情報であることに支えられている｣
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(｢討議資料2004｣, 2項)｡
｢意思決定との関連性｣とは,会計情報が将来の投資成果について予測に関
連する内容を含み,投資家による企業価値の推定のための意思決定に貢献する
ことである(｢討議資料2004｣, 3項)｡これは,まず,会計情報が投資家の予測
や行動の改善に役立つ情報価値を有しているかに関わり,次に,投資家による
情報ニーズが存在するかに関わる｡情報価値の存在と情報ニーズの充足は,意
思決定との関連性を支える二つの特性と位置づけられる｡
｢意思決定との関連性｣については, IASB, FASB及び｢予備的見解｣でい
うところの｢目的適合性｣に相当するものである｡その構成要素についても,
IASBをはじめとする｢概念フレームワーク｣と基本的に異なるところはな
い｡
次に, ｢信頼性｣とは, ｢中立性｣, ｢検証可能性｣, ｢表現の忠実性｣に支えら
れ,会計情報が信頼に足る情報である(｢討議資料2004｣, 9項)｡つまり｡ ｢信頼
性｣は,これらの下位の質的特性により構成される｡
｢信頼性｣については, IASBとFASBの｢概念フレームワーク｣と基本的に
異なるところはないが, ｢予備的見解｣のように, ｢信頼性｣に代わって｢表現
の忠実性｣を用いてはいない｡あくまでも｢表現の忠実性｣は, ｢信頼性｣の
構成要素として位置づけられている｡
最後に, ｢内的な整合性｣とは,ある会計情報が,会計基準全体を支える基
本的な考え方と矛盾しないルールに基づいて生み出されていることである
(｢討議資料2004｣, 6項)｡ここでいう基本的な考え方とは,会計基準,会計実
港,会計研究などについて歴史的経験と集積された知識の総体である(｢討議資
料2004｣, 14項)｡会計基準の設定において重要なのは,会計基準がこれらの基
本的な考えに支えられた体系をなしていることであり,その処理の背後にある
基礎的概念の共有性を問題としている｡
また, ｢内的な整合性｣は,環境条件が大きく変化していないかぎりまたは
特別な反証がない限り,新たな経済事象や取引形態に関する会計基準を設定す
る際の判断規準として機能し(｢討議資料2004｣, 7項),既存の会計基準の体系
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≪財務報告情報の質的特性の関係図: ｢討議資料2004｣≫
意思決定有用性
意思決定との関連性
○情報価値の存在
○情報ニーズの充足
内的な整合性 信頼性
○中立性
○検証吋能性
○表現の忠実性
出所: ｢討議資料2004｣ 『会計情報の質的特性』, 22項｡
と整合的な会計基準から生み出された情報は有用であると推知される｡
｢内的な整合性｣については, lASB, FASB及び｢予備的見解｣にない特性
であり,わが国独白の質的特性である｡成文法の体系に支えられているわが国
では,会計基準設定に際し既存のルールとの関係が尊重される法的環境の中
で,成文法体系にある会計基準という点での有意性によって,財務報告情報の
有用性が担保されていると考えられる｡
以上,わが国の｢討議資料2004｣の財務報告情報の質的特性の体系を示す
と上記のようになる｡
ただし, ｢意思決定との関連性｣, ｢内的な整合性｣, ｢信頼性｣は,すべて同
時に満たされることもあれば,特性間にトレード･オフの関係がみられること
もある(｢討議資料2004｣, 11項)｡
なお,ここでは, ｢比較可能性｣や｢理解吋能性｣は取上げられていない｡
｢討議資料2004｣では, ｢信頼性｣の構成要素としての｢表現の忠実性｣は
異なる事実には異なる会計処理を,同様の事実には同じ会計処理を要請するも
のであり, ｢比較可能性｣は｢表現の忠実性｣に包摂されてしまうのではない
かという議論がなされ(｢討議資料2004｣, 21項),ここでは, ｢比較可能性｣は
あげられていない｡しかし, ｢予備的見解｣では, ｢目的適合性｣と主要な特性
としての｢表現の忠実性｣を備えた財務報告情報の有用性を向上させるものと
して,別に｢比較可能性｣を位置づけていた｡これは｢比較可能性｣が｢表現
の忠実性｣だけでなく, ｢目的適合性｣にも関連した特性であると考えている
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のである｡
また, ｢理解可能性｣については,洗練された投資家を想定することと矛盾
するのではないかという指摘や,人間の合理性には限界があるという意味なら
自明であるとの指摘がなされ(｢討議資料2004｣, 22項),ここでは, ｢理解可能
性｣はあげられてない｡
以上のように,財務報告情報の質的特性については,わが国の｢討議資料
2004｣と, IASBとFASBの｢概念フレームワーク｣及び｢予備的見解｣は相
違していた｡ ASBJは, IASBやFASBと協力しながら,会計基準のコンバー
ジェンスを進めているのであるが,会計基準のコンバージェンスのためには,
｢概念フレームワーク｣のレベルでのコンバージェンスが必要であることは既
に指摘したとおりである｡そこで, IASBやFASBとの会合･協議を踏まえ
て, ASBJの基本概念専門委員会において, 2006年5月から10数回にわたり
審議を行ってきた｡また, ｢討議資料2004｣公表後, ASBJの委員の間での意
見交換や市場関係者との意見交換等を経て部分的に修正･改訂を進めてきた｡
このような状況のなか, 2006年12月22日に,第1191可企業会計基準委員会
において,改定版『財務会計の概念フレームワーク』11 (以下, ｢討議資料2006｣
とする)が公表された｡
修正箇所のすべてを,ここでは詳しく扱うことはしないが,財務情報の質的
特性に関する部分を特に取上げることにする｡ ｢討議資料2006｣の財務報告情
報の質的特性の体系を示すと次のようになる｡
≪財務報告情報の質的特性の関係図: ｢討議資料2006｣≫
意思決定有月ナ性
意思決定との関連性
○情報価値の存在
○情報ニーズの充足
-≡-≡----　内的な整合性,比較可能性
出所: ｢討議資料2006｣ 『会計情報の質的特惟』, 22項｡
信頼性
○中-;I-_性.
0検証可能惟
○表現の忠実性
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｢討議資料2004｣との財務報告情報の体系と比べて,大きくかつ重要な修正
点として, ｢意思決定との関連性｣と｢信頼性｣という主要な質的特性として
並び掲げられていた｢内的な整合性｣は,質的特性の全体を支える一般的制約
として位置づけられていることがあげられる｡また,このような一般的特性と
して, ｢討議資料2006｣では, ｢比較可能性｣を新たに加えていることもあげ
られる｡
まず, ｢内的な整合性｣は, ｢意思決定との関連性｣や｢信頼性｣を,間接
的,補完的に推定する役割を持っているが,そのような推定方法が有効に機能
するのは,既存の会計基準の体系が有用な会計情報を生み出していると合意さ
れている場合である(｢討議資料2006｣, 10項)｡その意味で,質的特性の全体を
支える一般的制約として位置づけ直されたのである｡ただし,もう一つの理由
として, IASBとFASBの共同プロジェクトである｢予備的見解｣において,
｢内的な整合性｣が検討され,意思決定に有用となる財務報告情報の質的特性
に追加する必要がないと結論付けられたことが考えられる(｢予備的見解｣, BC
2.54)｡ ｢予備的見解｣では, ｢内的な整合性｣を質的特徴の潜在的候補としつ
つも, ｢内的な整合性｣を質的特徴に加えると,新しい会計基準では内的な整
合性は確保されないとの理由で,財務報告情報の｢目的適合性｣, ｢表現の忠実
性｣, ｢比較可能性｣または｢理解可能性｣を改善することになる会計基準の進
化を妨げになると指摘している(｢予備的見解｣, BC2.54)｡さらに, ｢内的整合
性｣は,財務報告情報ではなく,会計基準の内的な整合性に焦点を当てたもの
であるとしている(｢予備的見解｣, BC2.52)｡
これに対して, ASBJは, ｢予備的見解｣に対するコメントとして,環境条
件や会計理論のパラダイムが変化したことにより,既存の会計基準の体系が有
用な財務報告情報を生み出しているという合意が成立していないと判断される
場合には,既存の体系との内的整合性によって｢意思決定との関連性｣や｢信
頼性｣を推定することはできないものであり, ｢内的な整合性｣は,慣行の維
持,継続を目的とするものではない旨を述べている12｡
次に, ｢比較可能性｣について, ｢討議資料2004｣では,財務報告情報の比
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較を可能にするには,同様の事実には軒---･の会計処理を,異なる事実には異な
る会計処理を要請されるので,その意味で｢比較可能性｣は｢表現の忠実性｣
に包摂されるとして,これをあげていなかった｡しかし, ｢討議資料2006｣で
は,次のように述べて,結果として｢比較可能性｣を質的特性として新たに加
えている13｡企業活動の法的形式が異なっているが実質が同じケースでは同じ
会計処理が適用される｡これについては｢表硯の忠実性｣と重複している｡た
だし,企業活動の外形的形式や一般属性が同じであるが実質が異なるケースで
は異なる会計処理が適用される｡例えば,パソコンを購入した場合,これを販
売目的で購入したのか,自社利用のために購入したのか,つまり企業にとって
の役立ちによって異なる会計処理が適用されなければならない｡これについて
は, ｢表現の忠実性｣に包含されるかどうかが明確でないので,前者のケース
とまとめて一般的制約である｢比較可能性｣としている｡
｢予備的見解｣では,上述の後者のケースを認知しているかどうかは不明で
あるが,前者のケースは認知している(｢予備的見解｣, QC38)｡しかし, ｢討議
資料2006｣でいうところの｢表現の忠実性｣との関係とは別に,意思決定を
行う場合の財務報告情報の有用性を向上させるために, ｢比較可能性｣が必要
であると考えていると思われる｡これは,会計基準のグローバルコンバージェ
ンスを目指す上で,財務報告情報の比較可能であることは当然求められるべき
特性であろう｡
なお, ｢討議資料2006｣では, ｢理解可能性｣について, ｢討議資料2004｣と
同様,自明なことであるとして,これを取上げていない(｢討議資料2006｣, 22
項)｡
Ⅳ ｢概念フレームワーク｣をめぐるいくつかの論点
これまで, IASBとFASBの｢概念フレームワーク｣, lASBとFASBの共同
プロジェクトの成果である｢予備的見解｣, ｢討議資料2004｣及び｢討議資料
2006｣について,特に,財務報告情報の質的特性を検討してきた｡ここで明ら
かになった論点として,次の3つをあげることができるであろう｡
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1 ｢信頼性｣と｢表現の忠実性｣
2 ｢内的な整合性｣
3　財務報告情報の質的特徴の体系
それでは,まず, 1の｢信頼性｣と｢表現の忠実性｣から論点を整理してい
く｡ ｢予備的見解｣では,これまでのIASBやFASB,さらにはその他諸外国の
｢概念フレームワーク｣において,中核的な質的特性として位置づけられてい
た｢信頼性｣を,その構成要素の1つであった｢表現の忠実性｣に置き換えて
いる｡財務報告情報が有用であるためには,その情報に｢目的適合性｣があ
り,かつ｢信頼性｣があるものでなければならないことは周知のとおりであ
る｡一一･万を完全になくすことはできないが,相互にその程度を入れ替えなが
ら,財務情報の有用件を確保してきたと考えられる｡つまり,両特徴間でト
レード･オフを行うことが必要であり,それが有効に機能してきたといえる｡
これまで,ときに,会計基準の開発･設定に際して, ｢目的適合性｣をより重
視するか, ｢信頼性｣をより重視するかという議論がされてきたであろう｡も
し, ｢信頼性｣を｢表現の忠実性｣に置き換えたとき,上述のような関係が成
立するかどうか明確ではないと思われる｡ ASBJは, ｢予備的見解｣に対する
コメントとして, ｢表現の忠実性｣の問題は,財務報告情報の情報価値を左右
する｢目的適合性｣の問題でもあるので, ｢表現の忠実性｣が｢目的適合性｣
をチェックするように機能するかという点に懸念を表明している14｡
また, ｢予備的見解｣は,経済資源でない繰延費用や経済的債務でない繰延
収益は実存しないので,これらは忠実に表現したものでないとして,実世界の
経済現象を強調している(｢予備的見解工QC18)｡そこでは,固定資産を忠実に
表現できる測定属性として,費用配分による測定値(配分後の原価),再調達原
価及び公正価値があげられているが,実世界に存在するという点を強調してい
る点からも,企業がどのような目的でこれを購入したかという企業にとっての
役立ちによる測定属性の選好ついては考慮していないように思われる｡この点
についても, ASBJは, ｢予備的見解｣に対するコメントの中で,原価ベース
の測定より,再調達原価や公正価値のような現在市場に基づく評価を望ましい
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と暗示しているように見えるとの懸念を表明している15｡
今後,わが国の｢概念フレームワーク｣の基準化を考えていく場合, ｢信頼
性｣と｢表現の忠実性｣のあり方を,もう一度検討していく必要があるであろ
う｡
次に,第2の論点である｢内的な整合性｣であるが, ｢予備的見解｣では,
これを会計基準のレベルでの整合性の問題として取上げられ,新たしい会計基
準の適用の妨げになるとして,質的特性に加えられなかった｡
しかし, ｢討議資料2004｣における｢内的な整合性｣には, 2つの役割があ
るように思われる｡ 1つは,新たな会計基準による情報価値が事前にわからな
い場合には,既存の会計基準との整合性に裏づけられた財務報告情報は, ｢目
的適合性｣における情報価値を推定するという補完的な役割である(｢討議資料
2004｣, 16項)｡もう1つは,会計基準間全体における整合性を確保するという
役割である(｢討議資料2004, 15項｣)｡前者の役割は,会計基準というよりもむ
しろ会計基準から生み出される財務報割膏報に関連するものであり,新しい会
計基準の導入を促進する効果があると考えられる｡これに対し,後者の役割
は, ｢予備的見解｣が指摘していたように,会計基準のレベルでの整合性を問
題にはしているが,そこにでは,各会計基準が一貫した法(群論)体系に基づ
いていること問題にしていると思われるo
これらの2つの役割は, ｢討議資料2004｣で明確に認知しているように,あ
くまでも企業を取り巻く環境が安定している場合において,会計基準の設定す
る際の重要な判断規準となるものであって,企業を取り巻く環境が変化してい
る過渡期においては意味を失うものである(｢討議資料2004｣, 7, 8項)｡このよ
うな過渡期に, ｢内的な整合性｣を強調することは,新しい会計基準の開発･
導入にブレーキをかけることになるであろう｡
現在,会計基準のグローバルコンバージェンスが進行している真最中であ
る｡つまり,われわれは過渡期にいるといえよう｡そのような状況において,
｢予備的見解｣は, ｢内的な整合性｣のある側面をより誇張して捉えているので
はないであろうか｡
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｢討議資料2006｣においても, ｢内的な整合性｣について,有用な財務報告
情報を作成するために従来とは異なる体系を必要とする状況では, ｢概念フ
レームワーク｣自体を改定しなければならないし,いたずらに既存の会計基準
に執着すると,改革を拒む保守的な姿勢に陥りかねないので,会計情報の有用
性を支える基本的な考え方に立ち返ってその継続と変化を注視しなければなら
ないとしている(｢討議資料2006｣, 18項)｡
｢内的な整合性｣のこのような積極的で前向きな役割が, IASBとFASBの共
同プロジェクトをはじめその他に,国際的な理解を得られるように,今度も,
わが国の｢概念フレームワーク｣を説明しながら議論に貢献させていくことが
必要であると思われる｡
最後に,第3の論点である財務報告情報の質的特性の体系であるが, FASB
の｢概念フレームワーク｣では,財務報告の質的特性の階層構造が,図として
明示されており(sFACNo2,para.32),また,質的特性間における相対的な重要
性やトレード･オフの関係が記述されている(SFAC,para.42-45)｡これに対
し, IASBの｢概念フレームワーク｣では,財務報告情報の質的特性間の関係
について,短絡的な誤解が生じないようにこのような図示は意図的に避けられ
てきたとされる16｡その方針は, ｢予備的見解｣でも踏襲されているようであ
る｡
IASBとFASBは,様々な議論の中で,質的特性間の全体的な関係を描写す
るためには, FASBのようなアプローチは生産的でないと結論づけている17｡
その代わりに,意思決定に有用な財務報告にたどり着くプロセスにおけるス
テップとして,様々な質的特性を考察するアプローチを推奨している18｡
このアプローチを例示すると,次のようになる｡
このアプローチ(以卜,プロセス･アプローチとする)は,図からもわかるよ
うに,会計基準の設定のために,どのように質的特性を利用するのか,そし
て,意思決定に有用な財務報告書を築き上げるのかに注目したアプローチであ
る｡
確かに,単に,各質的特性間の優位性を上位･下位という形式で明示する
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と,質的特性の意味する内容が誤解のないように伝えることができない可能性
があると考えられる｡企業活動は,会計基準によって財務報告情報に変換(イ
ンプット)され,これらの財務報告情報は,様々な利害関係者にその企業活動
が伝達(アウトプット)される｡つまり,財務報告情報は,企業活動を利害関
係者に理解させるための言語であるといえよう｡
ある質的特性とその他の質的特性に対して日立にあるかどうかは大きな問題
ではなく,会計基準の設定や財務報告をする上で,どのようなプロセスで質的
特性を用いて判定していくのかが重要なのである｡
とはいっても,どの質的特性から用いるかを決定する場合,ある程度,質的
特性間の上位･下位を認識しておく必要はあるであろう｡ IASBとFASBの共
同プロジェクトの議論の中で,財務報告情報の質的特性の階層構造を,図とし
て示しているので,これを紹介しておく｡先述のプロセス･アプローチと比較
してみると,質的特性の上位･下位の関係や構成要素の関係は,質的特性を用
いた判定プロセスとは大きく異なることが明らかであるだろう｡
また,プロセス･アプローチは,新しい会計基準を評価する際の手続きに結
びつくものと思われる｡先述のIASBとFASBの共同プロジェクトフェーズ
3:測定における測定属性の質的特性を用いた評価においても,このアプロー
チが有効であると考える｡
わが国においても,単に,質的特徴間の関係図を示すのではなく,このよう
なプロセス･アプローチによる会計基準の開発･設定のための様々な評価を取
り入れるべきである｡その評価の際には, ｢内的な整合性｣をどの局面で利用
するのかを明示することにより,無用な誤解を避けることができるであろう
し,会計基準のグローバルコンバージェンスのための国際的な理解を深めるの
に役立つと考える｡
｢内的な整合性｣が会計基準の全体的な　一貫性とともに, ｢意思決定との関連
性｣か｢信頼性｣を補完的に推定する役割があることを考えると,プロセス･
アプローチにおける②と③を繋ぐサブ的判断基準として位置づけることができ
る｡また,同時に,会計処理における認識･測定･報告,言い換えると,イン
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≪財務報告情報の質的特性の階層図≫
出所: IASB ConceptualFramework Project (Agenda Paper 7 A) , Appendix B.
プットとアウトプットの全体に関わる判断基準として位置づけることも必要で
ある｡その意味で, ｢討議資料2006｣では, ｢比較可能性｣と同じく一般的制
約とされているが,プロセス･アプローチの中で捉えると,その役割は,全く
別の次元のものなのである｡
Ⅴ　むすびにかえて
IASBが採択した会計基準や解釈指針である国際財務報告基準(IFRSs)に準
拠して,財務報告書を作成する企業の経営者は,当該事項を扱っている財務報
告基準またはこれに類似･関連する事項に適用する財務報告基準が存在しない
場合には, IASBの｢概念フレームワーク｣を必ず考慮しなければならな
い19｡これに対して, FASBの｢概念フレームワーク｣は,アメリカ会計基準
における優位性は低いものであり,必ずしも財務報告書の作成するときに考慮
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しなければならないものではないが,現在, ｢概念フレームワーク｣の優位性
が検討されている20｡
このように,現状では, IASBとFASBでは, ｢概念フレームワーク｣の相対
的重要性が若干異なるものの,近いうちに同様に, ｢概念フレームワーク｣を
中心においた会計基準の開発･設定･運用が行なわれていくものと思われる｡
また, IASBとFASBの｢概念フレームワーク｣に関する共同プロジェクト
については,先述の8つのフェーズごとにディスカッション･ペーパー及び公
開草案が公表され,それぞれのフェーズの完了によりにその部分が随時発効さ
れていく｡財務報告情報の質的特性については, 2007年中に公開草案が公表
されて,これに基づいた会計基準の評価が行われていくであろう｡つまり,
｢概念フレームワーク｣がある種法的な効力を持つということになる｡
わが国の｢概念フレームワーク｣は, ｢討議資料2004｣に始まるが,これ
は, ASBJの公式見解ではなく,基本概念ワーキング･グループの見解として
位置づけられていた21｡まさに討議のためのたたき台としての資料に過ぎな
かったのである｡ただし, ASBJから2005年12月に公表された｢貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基準｣ (企業会計基準第5弓･)や2006年7月に
公表された｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣ (企業会計基準第9号)では,
｢討議資料2004｣の一部も素材にして議論されている22｡なぜならば,今後の
基準設定の過程で有用性をテストされ,市場関係者の当の意見を受けてさらに
整備･改善されれば,いずれはデファクト･スタンダードとしての性格を持つ
ことも期待されているからである23｡
つまり,会計基準の設定の議論の素材にはなってはいるが, ｢討議資料
2004｣はASBJ･の公式な見解ではなく,当委員会に報告された当該ワーキン
グ･グループの私的な見解であり,もちろん法的な効力はないものであった｡
これに対して,改訂版である｢討議資料2006｣は,ワーキング･グループ
の私的な見解でなく, ASBJの公式な見解として公表された｡つまり, ｢討議
資料2006｣は, ASBJで正式に認められたといえる｡したがって,今後の新た
らしい会計基準を開発･設定していく際には, ｢討議資料2006｣が,議論の素
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材の一部ではなく,直接的に関わっていくものと考えられる｡しかしながら,
｢討議資料2006｣が,一般に承認された｢概念フレームワーク｣として,会計
基準の開発･設定をはじめ,財務報告書の作成等,様々な目的に利用されるた
めには, ｢討議資料2006｣に対して,何らかの法令上の公的権威を付与するこ
とが必要であると思われる｡
現状でいうと,やはり｢討議資料2006｣は,討議のための資料であり,公
開草案を経て基準化されるまでには至っていない｡今回, ｢討議資料｣に留め
た理由には, IASBとFASBによる｢概念フレームワーク｣についての共同プ
ロジェクトが進行中である状況で,公開草案という形で公表することは,無用
な混乱と誤解を招く懸念があるという配慮からのようである24｡結果として,
｢討議資料2006｣は,わが国の様々な会計基準についての概念的な基礎を提供
するための努力の一環として, ASBJが公表後これまで行ってきた議論の結果
を示すというものであるとされている25｡
したがって,わが国における｢概念フレームワーク｣は, ASBJで｢討議資
料｣を正式に認められた見解であるが,法的な効力は付与されていないもので
ある｡従来のようにASBJで｢討議資料｣を正式に承認せず,かつ法的な効力
も付与しないという立場からは前進しているが,今後のIASBとFASBによる
｢概念フレームワーク｣の策定状況に対応しながら, ｢概念フレームワーク｣ -
の法的な効力の付与について検討がさらに必要である｡
lASBとFASBの共同プロジェクトが完了する2010年までの3年間で,
IASBやFASBの動向にリアクションをしていくという対応でなく,こちらか
らアクションを起こしていくという対応が,会計基準のグローバルコンバー
ジェンスと｢概念フレームワーク｣のグローバルコンバージェンスに向けて,
わが国に求められる姿勢であると思われる26｡
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